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地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第１項の規定に基づく監査請求に

ついて、監査を行ったので、同条第４項の規定により、その結果（平成２４年４月２７

日付けで請求人に通知）を次のとおり公表します。

平成２４年５月８日

奈良県監査委員 南 田 昭 典

同 井 岡 正 徳

同 森 川 喜 之

第１ 監査の請求

１ 請求人

住所 北葛城郡王寺町太子１丁目１０番１５号

氏名 一村 哲司 外９名

２ 請求書の提出

平成２４年３月２日

３ 請求の要旨

監査請求書及び陳述の内容から、請求の要旨を概ね次のとおりと解した。

(1) 措置要求事項

平城遷都１３００年記念グランドフォーラム企画運営等業務委託契約（以下「

本件契約」という。）に関する委託料は想定する適正額と比較して著しく高額で

ある。よって、奈良県知事に対し、本件契約によって県が被った損害について、

奈良県知事及び関係職員に対し、県に賠償させるよう勧告する事を求める。

(2) 請求の理由

ア 県が平成２２年９月６日付で（財）日本総合研究所等の共同体との間で締結

した本件契約は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施令」

という。）第１６７条の２第１項第２号「その性質又は目的が競争入札に適し

ないものをするとき」に該当することを理由に随意契約で締結しているが、認
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められない違法な契約である。

イ 随意契約に関する法令に具体的規定が無かったため、拡大解釈がまかり通っ

ていたが、平成１８年８月２５日付財計第２０１７号財務大臣通達「公共調達

の適正化について」（以下「財務大臣通達」という。）で見直しが行われ、随

意契約によらざるを得ない場合の事例は大幅に制限された。そしてそれ以外は

競争入札による調達を行うこととした。従来随意契約を行うこととしてきたも

のについても一般競争又は企画競争若しくは公募を行う事により、競争性及び

透明性の担保を必要としている。要件を満たす者が一つに限られることを理由

に随意契約を行う場合も事前に公募をしなければならないとし、契約を締結し

た時の公表も指示している。財務大臣通達では、単に当該業務に精通している

ことのみをもって「契約の性質又は目的が競争を許さない場合」としているも

のは、仕様書及び作業マニュアルの作成等により競争が可能であり、随意契約

によることとする理由としては、不適切である、としており、この点からして

も本件の特命随契には問題がある。

本件契約は、奈良県文化観光局及び平城遷都千三百年記念事業推進局業務請

負契約等審査会（以下「審査会」という。）の当日に契約を締結しており、事

前の公表及び公募がなく、契約締結後の公表もしていない。また、財務大臣通

達は委託の全部を契約第三者に委託することを禁止している外、再委託を行う

場合の相手方、業務の範囲、再委託の必要性及び契約金額について書面を提出

させ審査をし、承認する手続きを指示している。本件契約では照明・音響・映

像・舞台進行等の専門分野で相当金額の再委託があると思われるが再委託承認

の手続きはされていない。

ウ 県が定めた「随意契約の締結に関する取扱基準について」（平成２０年３月

２４日付会局総第１３７号会計局長通知。以下「取扱基準」という。）の別表

では、施行令第１６７条の２第１項第２号の「性質又は目的が競争入札に適し

ない」を適用するための要件として、「３．寄せられた提案等を検討、評価す

ることにより契約の相手方を選定することが望ましいもの」があるが、この場

合でも複数の提案を検討・評価することが前提となっていると言うべきである。

主な該当事例（カ）では「コンペ方式やプロポーザル方式等の競争ないし比較
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により契約の相手方をあらかじめ特定している業務」を挙げて一定の競争原理

導入が必要とし、主な該当事例（オ）では「既に契約した業務と密接不可分の

関係にあり、当該契約の相手方以外の者に履行させた場合、責任の所在が不明

確になるなど、著しい支障が生じるおそれのある業務」があるが、広範囲にわ

たり再委託をしている事から見ても既に契約した業務と密接不可分の関係にあ

るとは言い切れない。本件はイベント企画であり、仕様書等の作成で競争は可

能であった。

エ 奈良県契約規則（昭和３９年５月奈良県規則第１４号。以下「契約規則」と

いう。）第１６条第２項では、随意契約の場合においても、「なるべく二人以

上の者から見積書を提出させなければならない」との規定がある。

(3) 違法な契約の結果、奈良県が被った損害額について

ア 契約事項のうち、実施が中止されたものについては金額の減額が必要

本件契約については、平成２２年９月６日付で契約を締結し、同年１１月１

日付で一部を変更する変更契約を締結した。そして、平成２３年４月８日付で

請求書の提出があり、同日支出命令、同月２０日に委託先に対し契約金額の残

額である３１，７４３，９００円を口座振込した。

しかし、次の契約事項は実施が中止になり、また実支払額が契約金額と比較

して減額している。

・来場者記念品配布の中止 契約金額 １７５，０００円

・新聞広告の中止 契約金額 ６５０，０００円

・事前会合開催の中止 契約金額 ７９０，０００円

・事前会合中止による運営スタッフ費 ７００，０００円

・奈良県文化会館の会場使用料及び設備使用料を実支払額に修正

契約金額 ２，３４６，９００円

支払金額 １，８９０，０００円

差引減額金額 ４５６，９００円

・出演者謝礼を実支払額に修正

契約金額 ６，０００，０００円
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支払金額 ４，７６０，０００円

差引減額金額 １，２４０，０００円

上記の合計４，０１１，９００円は精算時に当然減額すべきであるが、精算

報告書では他の支出項目の金額を増額して、総額は契約額と同額である。精算

報告書には、増額した項目について、増額理由の記述はないし、本件契約に係

る業務委託契約書（以下「契約書」という。）第３条では、「業務に要した経

費が委託料を下回ったときは、業務に要した経費をもって委託料とする」との

定めもある。

契約事項の中止や、過大に計上されていた会場使用料や出演者謝礼等に修正

があればその分減額するのが当然である。この精算報告書は著しく情実的で、

公正性を欠き、透明性のないもので、合理的な裁量判断があるとは言えず、裁

量権を逸脱・濫用している。最小の経費で最大の効果を目指す、地方自治法（

昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）の趣旨にも反する。

イ 契約金額を著しく上回る支払い

(ｱ) 音響・照明・映像機材費

契約金額 ２，０００，０００円 支払金額 ４，２００，０００円

文化会館の全ての機材を使用しても不足するとして東京から機材を持ち込

むための費用であり、必要性を超えた贅沢かつ無駄な費用である。

(ｲ) 音響・照明・映像・舞台進行人件費

契約金額 ２，２００，０００円 支払金額 ４，２５０，０００円

一人５０，０００×８５延人、平均単価５０，０００円も異常に高い。

(ｳ) 当日機材・運営加工費

契約金額 ２００，０００円 支払金額 ４１０，０００円

ウ 平城遷都１３００年記念グランドフォーラムの趣旨にそぐわない無駄かつ贅

沢な費用の支出

(ｱ) スタッフの交通費及び宿泊費

本件契約の相手方は東京に所在する財団法人ないし株式会社であるため、

企画・運営スタッフはほとんどが東京在住者である。奈良県ないし関西にも
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本件企画運営に対応できる有能な人材は手配できたはずで、その場合、スタ

ッフの交通費（２，８５０，０００円）及びスタッフの宿泊費（１，３２０，

０００円）は大幅に圧縮され、概ね５分の１程度と見込まれる。

(ｲ) 運営人件費

会場内運営・管理・整備に１，００２，５００円は異常としか言いようが

ない。適正額が半分以下であることは間違いがない。

エ 損害額

下記(ｱ)から(ｴ)の合計 １２，３０９，１５０円

(ｱ) 契約事項の中止及び修正額の合計 ４，０１１，９００円

(ｲ) 契約金額と精算額との差額合計 ４，４６０，０００円

(ｳ) スタッフを関西地区で手当した場合との交通費・宿泊費の差額

３，３３６，０００円（４，１７０，０００×０．８）

(ｴ) 運営人件費 ５０１，２５０円（１，００２，５００÷２）

４ 事実証明書

別紙のとおり。

第２ 請求の受理

本件請求は、法第２４２条に規定する要件を備えていたので、これを受理した。

第３ 監査委員の除斥

本件請求の監査において、野隆信監査委員は、法第１９９条の２の規定により

除斥された。

第４ 監査の実施

１ 請求人の証拠の提出及び陳述

平成２４年３月２１日、法第２４２条第６項の規定により、証拠の提出及び陳述

の機会を設けた。

これに対し、請求人から新たな証拠の提出及び請求内容の補足説明があった。
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なお、請求人は、陳述において、監査請求書に記載の音響・照明・映像・舞台進

行人件費の契約金額を２，２００，０００円から２，５００，０００円に訂正する

旨述べた。

２ 監査対象事項

請求書の記載事項及び請求人の陳述内容等を踏まえ、本件契約に係る委託料の支

出が違法又は不当な公金の支出に当たるのか否かを監査対象とした。

３ 監査対象部局

知事公室及び地域振興部

４ 監査資料及び監査対象部局の陳述等から確認した内容

監査対象部局に対して、監査資料の提出を求めるとともに、平成２４年３月２９

日に陳述を聴取した。

監査対象部局から提出された監査資料及び陳述等の内容は概ね次のとおりである。

(1) 平城遷都１３００年記念グランドフォーラムの概要

ア 実施目的

平成２２年に、わが国初の本格的な首都「平城京」の誕生から１３００年の

節目の年を迎えるに当たり、「平城京」を今に受け継ぐ本県は「平城遷都１３

００年記念事業」（以下「記念事業」という。）を実施した。

記念事業の中核事業として、平成２０年度から、日本の国家創成の気概と方

法を未来に生かす「弥勒プロジェクト」が展開された。その推進のため、日本

の各界を代表する１００名余をメンバーとする「日本と東アジアの未来を考え

る委員会」が設立され、政治・経済・文化を含む幅広い分野で現代社会の課題

が議論され、その成果が「平城京レポート」等に結実した。平城遷都１３００

年記念グランドフォーラム（以下「本フォーラム」という。）は、このような

「弥勒プロジェクト」の成果を総集すること及び記念事業を集大成することを

主要な目的として実施した。

イ 日程及び会場
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日程：平成２２年１２月１８日～１９日

※１２月１７日（設営・リハーサル）

会場：奈良県文化会館 国際ホール及び会議室 等

ウ 実施内容

(ｱ) 「平城京レポート」を採択する「日本と東アジアの未来を考える委員会」

の全体討議

(ｲ) 「ＮＡＲＡＳＩＡ」を表現する音楽と照明を基調とした構成演出によるス

テージイベント

(ｳ) 知事から内閣総理大臣（代理）への「平城京レポート」の提案式典

エ スタッフ数 ６６人

オ 参加者数 ２日間で１，５６０人（参加申込は２，１３１人）

カ 主な来賓

元内閣総理大臣、参議院議員、元衆議院議員、 議会議員及び外国の総奈良県

領事 外 計９４名

(2) 本件契約の概要

ア 契約日 平成２２年９月６日

イ 契約金額 ５２，７９６，９００円

ウ 契約期間 平成２２年９月６日から平成２３年３月３１日まで

エ 契約の相手方

「平城遷都１３００年記念グランドフォーラム」企画運営等業務委託共同体

（（財）日本総合研究所、（株）松岡正剛事務所及び（株）編集工学研究所で

構成。以下「共同体」という。）

オ 業務の内容

本件契約は、本フォーラムの実施運営業務を行うものであり、「平城京レポ

ート」の発表、東アジアと奈良のつながりを表現するステージイベントを行っ

た。主な内容は次のとおりである。

(ｱ) 「日本と東アジアの未来を考える委員会」全体討議



- 8 -

委員会全体討議の企画運営及び「平城京レポート」採択に関する演出等。

(ｲ) 「ＮＡＲＡＳＩＡ」を表現するイベント等フォーラムの企画運営

平城遷都１３００年記念行事と調査研究の成果の表現、多彩なゲストによ

る奈良とアジアをコンセプトとしたステージ構成の企画、「平城京レポー

ト」の政府提出に関するセレモニーの運営及びゲストと観客の円環的な舞台

構成を行うなど効果的な演出の展開。

(ｳ) 「平城京レポート」の作成及び翻訳業務

(ｴ) 歓迎レセプション等の開催

(3) 契約の手続きの流れ

平成２２年 ３月２４日 本フォーラム事業を含む、平成２２年度一般会計

予算に係る県議会の議決

平成２２年 ９月 ６日 審査会の議決及び本件契約の締結

平成２２年１１月 １日 変更契約（「平城京レポート」の仕様変更）

平成２２年１１月 ４日 概算払の支出（２１，０５３，０００円）

平成２２年１２月１８日 本フォーラムの開催・履行

～１９日

平成２３年 ３月 １日 変更契約（「平城京レポート」納期変更等）

平成２３年 ３月３１日 精算報告書及び業務完了報告書の提出並びに委託

業務完了検査の実施

平成２３年 ４月２０日 精算による支出（３１，７４３，９００円）

平成２３年１１月３０日 平成２２年度歳入歳出決算の認定に係る県議会の

議決

(4) 随意契約の締結について

本件契約については、平成２２年９月６日に開催された審査会において、委員

の審議を経て、施行令第１６７条の２第１項第２号の随意契約とするとの議決を

得たものである。

ア 随意契約理由

本事業については、日本の未来を考える「弥勒プロジェクト」の一環で行う

事業であり、平成２０年度から平成２２年度にかけて取り組んできた「日本と
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東アジアの未来を考える委員会」の総括として行う事業である。

本フォーラムは、「弥勒プロジェクト」を核としてその事業成果を反映させ

ながら結実させる手法で事業を行うことが不可欠であり、「弥勒プロジェク

ト」の事業を行う中で創り出されたＮＡＲＡとＡＳＩＡを一体として考える「

ＮＡＲＡＳＩＡ」という言葉の理念や構想を体現したフォーラムとしなければ

ならなかった。

このことから、「日本と東アジアの未来を考える委員会」の運営、「平城京

レポート」等の企画構成・執筆編集を行う「弥勒プロジェクト推進業務委託」

（平成２２年４月１日契約）と密接不可分であり、「弥勒プロジェクト推進業

務委託」を受託している業者に委託することが必要不可欠であった。

また、当該契約の相手方以外の者に履行させた場合、本フォーラムのプログ

ラムのひとつとした「平城京レポート」の審議・採択及び政府高官への提出の

対応にあたって、責任の所在が不明確になることや「日本と東アジアの未来を

考える委員会」活動の成果である「平城京レポート」の内容をフォーラム展開

に反映させるに際しての責任の所在が不明確になる等、著しい支障が生ずるお

それがあった。

従って、取扱基準の別表に記載する、施行令第１６７条の２第１項第２号の

「性質又は目的が競争入札に適しない」の適用するための要件「２．県が相手

方を選定できる余地のないもの」及び主な該当事例「(オ)既に契約した業務と

密接不可分の関係（既に契約した業務と一連となって機能を発揮する関係）に

あり、当該契約の相手方以外の者に履行させた場合、責任の所在が不明確にな

るなど、著しい支障が生じるおそれのある業務」に該当すると判断したもので

ある。

なお、共同体を構成する各社について、「弥勒プロジェクト」の事業におい

てフォーラム開催等を行っている実績に加え、他府県等での同種の事業の実績

等から適切なものと判断した。

イ 随意契約に係る請求人の指摘に対する見解

(ｱ) 財務大臣通達で定める公表及び公募等の手続並びに再委託承認の手続をし

ていない旨の指摘について

財務大臣通達は、各省各庁の長に宛てたもので、同通達でもって都道府県
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などに対して義務づけるものではない。

なお、契約規則においても、施行令第１６７条の２第１項第３号及び第４

号に該当する場合を除き、随意契約に係る公表及び公募等の手続を義務づけ

ていない。また、再委託に関しても、本件契約に下請け禁止条項や再委託禁

止条項は設けていない。

(ｲ) 広範囲にわたり再委託している旨の指摘について

本件契約において、下請け禁止条項や再委託禁止条項はない。

一般に、これまでからイベントを含む本件契約と同種の事業については、

その目的に沿って、企画及び全体的な管理運営を行う委託契約の相手方が、

自らの責任の下で、状況や必要に応じて、舞台設置や機器の配置・操作等を、

委託業者外の者に指示・作業をさせることは、委託業務の管理・運営に含ま

れる内容として、円滑な実施のために通常行われてきている。

また、本フォーラム開催時において、機器操作等の行為が共同体による管

理・運営責任の下で正常に実施されたことは、現場において確認しており、

結果として、何ら支障なく本フォーラムが遂行された。

(ｳ) 仕様書等の作成で競争が可能であった旨の指摘について

本フォーラムは、「日本と東アジアの未来を考える委員会」の活動の２年

間にわたる議論の成果を反映した「平城京レポート」の審議採択を全体協議

会で行うこと、「弥勒プロジェクト」の成果を反映し、結実させる手法で事

業を行うことが不可欠であることなどから、「弥勒プロジェクト推進業務委

託」と密接不可分であるため、競争にはなじまない。

(ｴ) 契約規則に見積合わせに関する規定がある旨の指摘について

契約規則第１６条第２項では、「随意契約の方法による契約を締結しよう

とする場合においては、見積りに必要な事項を示して、なるべく二人以上の

者から見積書を提出させなければならない。」と規定している。また、二人

以上の者から見積書を提出させる「見積合わせ」について、「奈良県契約規

則の施行について」（昭和３９年７月２５日付管第５９号総務部長通知。以

下「契約規則の施行通知」という。）の第４の４において、見積合わせを省
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略して差し支えない場合を例示している。

本件契約の場合は、「弥勒プロジェクト推進業務委託」の契約と密接不可

分の関係にあることから、契約の相手方が特定されており、当該例示に掲げ

られている「（４）契約の内容の特殊性により、契約の相手方が特定される

とき。」に該当すると考える。

(5) 本件契約に係る精算について

ア 業務の履行確認について

平成２２年１２月１８日の「平城京レポート」採択に関する「日本と東アジ

アの未来を考える委員会」全体協議会、同日及び同月１９日のフォーラムの実

施については、県担当者が現場に立ち会い、プログラム通りに開催されたこと

を確認している。

また、平成２３年３月３１日に事業完了報告書及び精算報告書が提出され、

確認のうえ、同日に契約書第９条に基づく検査を行った。

イ 業務内容の変更に係る判断及び共同体への指示について

本件業務内容の変更については、契約書第６条により、契約期間の変更に加

え、仕様における業務項目の変更に係るものについては、書面により変更契約

を行った。

請求人が監査請求書で指摘する業務の中止や数量の増減については、仕様書

の事業内容に明記された業務項目を実施する中での個別作業にあたることから、

事前に、担当課において判断のうえ共同体に指示し、適宜組織的な報告を行っ

た。

ウ 契約額及び精算額の相当性

(ｱ) 契約額の相当性

本件契約については、京都市で開催された平安建都１２００年記念事業の

事例も調べながら、平成２０年度より取り組んでいる「弥勒プロジェクト」

の進捗にあわせて、平成２２年度の予算要求を行った。その際、本フォーラ

ムの意義や趣旨を、記念事業全体での位置づけも念頭におき、業者からの参

考見積もりも踏まえつつ、予算要求を行った。本フォーラム開催事業予算は
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５８，０００千円が計上されたが、委託事業について具体的な検討を行い、

不測の事態に備え、執行においては予算額の概ね１０％縮減を行うこととし

た。その後、業者に見積書の提出を求めたところ、平成２２年８月１１日に

予算額を下回る５２，７９６，９００円の事業経費が提示された。この見積

書について、予算の積算内訳と比較し、増減理由などを聞き取り、宿泊費や

交通費など単価のわかるものは単価の妥当性もチェックし、全体として相当

であると判断されたため、当該金額で契約を行った。

(ｲ) 精算額の相当性

本フォーラムの精算については、平成２３年３月に精算報告書を提出させ、

その内容について県担当者が検査した。契約時の見積書と最終精算額の増減

についてはヒアリング等により確認し、全体契約額の範囲内であることから

認める判断をした。

増額した項目については、精算報告時において共同体からヒアリングをし

ており、増額の金額等は下記のとおりである。

Ａ 文化会館の設備使用機材の増 １３０,０００円

当初見積は概算（１５０，０００円×３日）であり、使用実績により精

算した。

Ｂ 舞台監督費の増 ２００,０００円

当初は１人（１，０００，０００円）であったが、演出内容が固まり、

３人体制（８００，０００円、２００，０００円×２）となった。

Ｃ 進行管理費の増 ２００,０００円

当初は１人（８００，０００円）であったが、プログラムが固まり、２

人体制（５００，０００円×２）となった。

Ｄ プログラム構成による音響・照明・映像人件費の増 １,７５０,０００

円

演出が固まり、機材が増加したことに伴いスタッフが増加した。（５０

人→８５人）

Ｅ 機材費の増 ２,２００,０００円

演出が固まり、カメラ、クレーン、ムービングライト及びスピーカー等
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を追加した。

Ｆ 当日機材・運営加工費の増 ２１０,０００円

協議会及び記者会見の音響、レセプションの音響・ステージなどを追加

した。

Ｇ ＭＣ経費の増 ６０,０００円

レセプション及び交流会の司会を追加した。

Ｈ スタッフの交通費・宿泊費の増 ７５０,０００円

機材の増加等によるスタッフ増に伴って増加した。

エ 請求人の指摘に対する見解

平成２２年１０月中旬の段階で、県と共同体との協議により、ほぼ演出内容

が固まり、機材やスタッフに係る費用の増加が明らかになり、県と共同体が協

議し、機材やスタッフの増をプログラム上必要なものと認めるとともに、これ

に見合う費用を捻出するために事前会合等の取りやめを決定した。減額を補填

するために他の支出を増額したものではない。

なお、請求人が指摘する契約書第３条は、業務に要した経費が全体の契約額

である５２，７９６，９００円を下回った場合の定めである。個別の増減は、

請求人の指摘とは異なり、本フォーラムを実施するために追加的な事項や作業

が必要になり、それに対処するために代替可能な事項や作業を見直し、当該増

額に充てたものである。

今回の主な増減については、追加や取りやめを事前に承知していたもので、

精算報告書に増減理由の記載がないことが直ちに不備とはならないが、精算に

あたり、県担当者が理由を確認している現状にある。

(6) 音響・照明・映像機材費、音響・照明・映像・舞台進行人件費及び当日機材・

運営加工費について

ア 業務の概要及び委託の必要性

(ｱ) 音響・照明・映像機材費

スピーカー、ミキシング機材等の音響機材、各種スポットライト、ビーム

ライト等の照明機材、高輝度プロジェクター、映像カメラ等の映像機材に係

る経費である。
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以下の理由から、共同体の責任において、本フォーラムの実施に必要な機

材の選定・手配等の調達や使用を行わせる必要があった。

Ａ 音響機材

文化会館備え付けの音響機材では、トーク、朗唱、打楽器、弦楽器、生

音、録音など、本フォーラムに使用される多種多様な音源に対応できない

こと、また必要とする音量が確保できないことが把握されたため。

Ｂ 照明機材

本フォーラムは同一の会場でトークやコンサートを含む多種多様なプロ

グラムを進める必要から、大がかりな舞台変更に代えて照明によるステー

ジ演出を行うこととしていたが、文化会館備え付けの照明機材では、それ

らに対応できないことが把握されたため。

Ｃ 映像機材

本フォーラムの題材としたもの、特に精密な現代アジアンアートや微妙

な動きの舞踊、衣装などは、そのディテールや所作が客席からは確認しづ

らいため、大スクリーンを使用して参加者の利便を図ることとしたが、文

化会館備え付けのプロジェクターでは、それらに対応できないことが把握

されたため。

(ｲ) 音響・照明・映像・舞台進行人件費

音響・照明・映像機材の手配、搬出入、リハーサルと本番のオペレーショ

ンを行う人件費及び舞台進行に係る人件費である。

各プログラムを円滑に実施するため、共同体の責任と管理の下、各専門的

な者の指示に即応して前項の機材を扱えるスタッフを必要とした。また、照

明による演出中心としたプログラムを一連のものとして進めるにあたり、各

専門的な者の指示に即応して舞台進行し得るスタッフを必要としたことによ

るものである。

(ｳ) 当日機材・運営加工費
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記者会見、レセプション、交流会の各会場に設置するステージ、マイク、

スピーカー等の機材の手配・搬出入・設営等に係る経費である。

文化会館集会室Ａ，Ｂを記者会見会場、文化会館国際ホールのロビーをレ

セプション会場、クイーンアリスシルクロードを交流会会場として設営する

にあたって、各々に備え付けられていない上記機材の調達・持ち込みを必要

としたものである。

イ 契約額及び精算額

(ｱ) 契約額

音響・照明・映像機材費 合計２，０００，０００円

音響・照明・映像・舞台進行人件費 合計２，５００，０００円（５０，

０００円×５０人）

当日機材・運営加工費は、ポータブルステージ等の会場用の設備等の設営、

撤去に係る経費 合計２００，０００円

(ｲ) 精算額

音響・照明・映像機材費 合計４，２００，０００円

音響・照明・映像・舞台進行人件費 合計４，２５０，０００円（５０，

０００円×８５人）

当日機材・運営加工費 合計４１０，０００円（音響関係が１００，００

０円、会場什器・備品が２００，０００円、設営撤去人件費が１１０，００

０円）

(ｳ) 金額の相当性

Ａ 音響・照明・映像機材費

音響・照明・映像の諸機材については、文化会館備え付けのものでは対

応できないことから、契約段階においては、追加的な機材に関する諸経費

を見込んでいたが、実施レベルのプログラムが定まっておらず、追加機材

の特定までには至らなかった。契約段階で共同体が想定していた機材とし

ては、音響機材として、スピーカー４台と操作機器など、照明機材として、

追加のスポットライトなど、映像機材として、高輝度プロジェクター及び
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カメラなどであり、共同体に当該機材のレンタル料の市場価格を確認し、

単価について共同体以外の業者に聞き取りしたところ、一般的な価格との

ことであったので、相当性を有すると考える。

精算の時点では、プログラムの円滑な実施の必要性から、契約時の見込

みを上回る経費となったが、増加した主な理由としては、音響機材費につ

いては、会場機材では音量が不十分なため高性能スピーカーなどの追加が

必要となったこと、照明機材費については、効果的な演出のためムービン

グスポットライトなどの追加が必要となったこと、映像機材費については、

画像の多層化のためのデジタルスイッチャー、デジタル信号分配機、演出

上必要となったミニカメラ等の追加が必要となったことによるものである。

これら追加機材のレンタル料の精算額を共同体に確認し、単価について共

同体以外の業者に聞き取りしたところ、一般的な価格とのことであったの

で、相当性を有すると考える。

Ｂ 音響・照明・映像・舞台進行人件費

契約段階では、機材の特定やプログラムの詳細が決まっていなかったた

め、全体的な経費と契約段階での計画案を踏まえて、妥当な額を割り出し

て計上した。一人当たり単価に関しては、市場価格的なものとして把握し

た(株)宣伝会議が出版している『広告制作料金基準表』のイベントの音響

関連業務、照明関連業務、映像関連業務、プログラム進行業務の業界平均

人件費が、３０，０００円～５０，０００円／８時間・１日であることか

ら判断できる。

人数については、音響、照明、映像、舞台進行の業務の各々に関して、

リハーサル１日、本番２日を含めた３日間の延べ人数が必要であること、

共同体以外の業者に聞いたところ、シンプルなステージ構成での音響、照

明、映像、舞台進行のスタッフとして５０人程度必要とのことであるから、

契約段階としては相当性を欠くものではないと判断できる。

精算の時点では、プログラムの円滑な実施の必要性から、契約時の見込

みを上回る経費となったが、準備期間を含めたフォーラム期間における県

担当者の現認及び共同体からの聴き取りにより、実質の人数が、確保され

ており、また、共同体以外の業者に聞いたところ、パフォーマンス系ステ
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ージ構成での音響・照明・映像・舞台進行のスタッフとして６０人程度必

要であることなどから、相当性があるものと判断した。

Ｃ 当日機材・運営加工費

契約段階では、会場として計画した施設に、一般的に必要な追加的機器

の持ち込みに要する経費を見込んで計上した。経費の相当性については、

マイク、アンプ、スピーカー、ポータブルステージ等必要とされる機器の

妥当性を考慮し、契約段階としては相当性を欠くものではないと判断した。

精算の時点では、契約時に計上した機器以外に、新たに什器等の追加的

な持ち込みが必要となったため、契約時の見込みを上回る経費となったが、

その理由は、プログラムの詳細が決まってきて、会場において不足してい

る機材、例えば、記者会見場のポータブルステージの音声分配器、レセプ

ション会場の円卓、交流会場の照明などの追加や警備上必要な雨傘用ポリ

バケツの設置など、当初想定してなかった機材等が必要となったことによ

るものであり、また、当日機材については県担当者が現認しており、相当

性があるものと判断した。

(7) スタッフの交通費・宿泊費について

ア 契約額

スタッフ交通費 ２，４００，０００円（３０，０００円×８０人）

スタッフ宿泊費 １，１７０，０００円（９，０００円×１３０人）

イ 精算額

スタッフ交通費 ２，８５０，０００円（３０，０００円×９５人）

スタッフ宿泊費 １，３２０，０００円（８，０００円×１６５人）

ウ 金額の相当性

交通費の単価３０，０００円については、東京～京都（往復）新幹線のぞみ

２７，０４０円、京都～奈良（往復）私鉄特急２，２２０円及びその他交通費

を含め計３０，０００円であることを考慮し、相当性を有する。交通費の契約

時の人数８０人の内訳は、フォーラム開催時に４０人、下見・打ち合わせ３回
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で延べ４０人であり、共同体以外の業者に聞き取りをしたところ、シンプルな

ステージで、照明・音響・映像などのスタッフ人員が、１日５０人程度必要で

あることから、本フォーラムで、主要なスタッフが東京から来る際の必要経費

として、相当性を有するものと考える。また、精算時の交通費の人数の９５人

は、本フォーラム開催時に６０人、下見・打ち合わせ時に３５人である。本フ

ォーラム開催時の交通費を支給している６０人は、スタッフの総数６６人より

下回っていることから、相当性を有すると考える。

スタッフの宿泊費の契約時の単価９，０００円及び精算時の単価８，０００

円は、奈良市内のビジネスホテルのシングルの料金から考慮し、相当性を有す

る。また、契約時の宿泊費の人数１３０人は、東京から来るスタッフとして、

交通費を計上している４０人が、３～４泊すると見て、相当性を有するものと

考える。精算時の宿泊費の人数１６５人は、スタッフの総数６６人が３泊した

人数１９８人を下回っていることから、相当性を有すると考える。

なお、東京から奈良へ移動する交通費及び宿泊費については、本件契約の相

手方が、いずれも東京に所在する企業等の共同体であったことによるものであ

り、舞台進行、映像、照明等の各ディレクターは、随時相談や調整を行う必要

もあって、首都圏中心の人材が必要となったことによるものである。機器操作

スタッフについても各ディレクターの指示により正確かつ機敏に操作できる習

熟した者に担当させるため、首都圏中心のスタッフが必要となったことによる

ものである。

(8) 会場内運営・管理・整備費について

ア 業務の概要及び委託の必要性

運営人件費は、「日本と東アジアの未来を考える委員会」全体協議会の会場

設営・運営、フォーラムの受付、一般来場者の誘導対応、レセプション・交流

会・記者会見に必要な音響機材や備品の手配及び会場設営・運営などである。

「平城遷都１３００年祭」のファイナルイベントとして、元内閣総理大臣な

どの政府高官、外国の総領事及び国会議員などが出席する重要な催しであり、

また、一般の参加者についても、２日間で約２，０００人の来場が予定されて

いたことから、当日に遺漏の無いよう、万全のスタッフ体制で円滑な会場の運
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営・管理を行う必要があるため、専門のノウハウを持ち、経験と実績豊かな人

材を求める必要があった。

イ 契約額及び精算額

(ｱ) 契約額

運営人件費のディレクター費 ３６２，５００円（（推進責任者：５０，

０００円×１人＋メインディレクター：３５，０００円×２人＋接宴担当デ

ィレクター：２５，０００円×１人）×２．５日）

運営スタッフ費 ６４０，０００円（２０，０００円×１６人（受付要員

８人、誘導要員６人、接遇要員２人）×２日）

(ｲ) 精算額

契約額と同額。

(ｳ) 金額の相当性

運営人件費について、市場価格的なものとして把握した(株)宣伝会議が出

版している『広告制作料金基準表』のディレクター人件費は、業界平均で３

０，０００円～８０，０００円で、運営スタッフ人件費は業界平均で２０，

０００円程度であり、本件のように専門のノウハウを持ち、経験と実績豊か

なスタッフの派遣が必要である場合、金額は相当性を有する。

なお、本フォーラムにおいて推進責任者は、全体協議会、レセプション、

記者会見全体及び受付誘導の運営を統括し、メインディレクターは各現場に

おいて指揮監督を行い、接宴担当ディレクターはレセプション進行の業務を

担当した。業務が適切に行われ、金額は契約時と精算時で変更はないため、

妥当と判断した。

第５ 監査結果

本件請求の監査結果は、次のとおり決定した。

本件請求に係る措置要求は、理由のないものとして棄却する。

以下、その理由について述べる。
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１ 随意契約が違法である旨の請求人の主張について

(1) 普通地方公共団体の契約の締結について

請求人は、本件契約に係る委託料の支出に関して、県が本件契約を施行令第１

６７条の２第１項第２号の随意契約によって締結したことが違法である旨主張し

ている。

普通地方公共団体の契約の締結について、法第２３４条第１項では、「売買、

貸借、請負その他の契約は、一般競争入札、指名競争入札、随意契約又はせり売

りの方法により締結するものとする。」と定め、同条第２項では、随意契約は、

政令で定めるときに限り締結できる旨規定している。これを受けて施行令第１６

７条の２第１項では、随意契約の方法により得る場合を限定列挙しており、同項

第２号では、「不動産の買入れ又は借入れ、普通地方公共団体が必要とする物品

の製造、修理、加工又は納入に使用させるため必要な物品の売払いその他の契約

でその性質又は目的が競争入札に適しないものをするとき。」と規定している。

なお、施行令第１６７条の２第１項第２号の「その性質又は目的が競争入札に

適しないものをするとき」については、昭和６２年３月２０日の最高裁判所の判

決において「競争入札の方法によること自体が不可能又は著しく困難とはいえな

いが、不特定多数の者の参加を求め競争原理に基づいて契約の相手方を決定する

ことが必ずしも適当ではなく、当該契約自体では多少とも価格の有利性を犠牲に

する結果になるとしても、普通地方公共団体において当該契約の目的、内容に照

らしそれに相応する資力、信用、技術、経験等を有する相手方を選定しその者と

の間で契約の締結をするという方法をとるのが当該契約の性質に照らし又はその

目的を究極的に達成する上でより妥当であり、ひいては当該普通地方公共団体の

利益の増進につながると合理的に判断される場合も同項一号に掲げる場合に該当

するものと解すべきである。そして、右のような場合に該当するか否かは、契約

の公正及び価格の有利性を図ることを目的として普通地方公共団体の契約締結の

方法に制限を加えている前記法及び令の趣旨を勘案し、個々具体的な契約ごとに、

当該契約の種類、内容、性質、目的等諸般の事情を考慮して当該普通地方公共団

体の契約担当者の合理的な裁量判断により決定されるべきものと解するのが相当

である。」と判示されている。

従って、本件契約が施行令第１６７条の２第１項第２号の「その性質又は目的
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が競争入札に適しないものをするとき」に該当するとした担当課の判断について、

裁量の逸脱又は濫用が認められる場合は、違法な随意契約と評価されるものと解

するところである。

(2) 本件契約を随意契約により締結したことについての担当課の判断に係る裁量の

逸脱又は濫用の有無について

県が、本件契約を施行令第１６７条の２第１項第２号の随意契約によって締結

したことについては、監査対象部局の陳述等の内容によると、本フォーラムが「

弥勒プロジェクト」の一環で行う事業であり、「弥勒プロジェクト」の事業を行

う中で創り出された「ＮＡＲＡＳＩＡ」という言葉の理念や構想を体現したもの

としなければならなかったこと、「日本と東アジアの未来を考える委員会」の活

動の２年間にわたる議論の成果を反映した「平城京レポート」の審議採択を全体

協議会で行うこと等とされていたため、「日本と東アジアの未来を考える委員

会」の運営、「平城京レポート」の企画構成・執筆編集等を行う「弥勒プロジェ

クト推進業務委託」の契約と密接不可分の関係にあり、当該契約の相手方以外の

者に履行させた場合、本フォーラムのプログラムのひとつとした「平城京レポー

ト」の審議・採択及び政府高官への提出に際する対応にあたって、責任の所在が

不明確になることや「日本と東アジアの未来を考える委員会」活動の成果である

「平城京レポート」の内容をフォーラム展開に反映させるに際しての責任の所在

が不明確になるなど、著しい支障が生ずるおそれがあったこと等から、取扱基準

の別表に記載する、施行令第１６７条の２第１項第２号の「性質又は目的が競争

入札に適しない」の適用するための要件「２．県が相手方を選定できる余地のな

いもの」及び主な該当事例「（オ）既に契約した業務と密接不可分の関係（既に

契約した業務と一連となって機能を発揮する関係）にあり、当該契約の相手方以

外の者に履行させた場合、責任の所在が不明確になるなど、著しい支障が生じる

おそれのある業務」に該当すると担当課が判断したものであり、また、平成２２

年９月６日の審査会において委員の審議を経て決定されたものである。

また、請求人は、本件契約について、財務大臣通達に定める、随意契約に係る

事前の公募、公表及び契約締結時の公表並びに再委託承認の手続をしていない旨

指摘しているが、同通達は、財務大臣から各省各庁の長宛に通知されたものであ
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り、本県を含む普通地方公共団体に適用があるものとは認められない。

なお、契約規則においても、施行令第１６７条の２第１項第３号及び第４号に

該当する場合を除き、随意契約に係る公表及び公募等の手続を義務づけていない。

また、再委託に関しても、本件契約に下請け禁止条項や再委託禁止条項は設けて

いない。

請求人は、広範囲にわたり再委託をしている事から見ても既に契約した業務と

密接不可分の関係にあるとは言い切れない旨指摘しているが、監査対象部局の陳

述等の内容によると、担当課が、照明、音響等の業務を含めて共同体に履行させ

た理由は、企画及び全体的な管理運営を行う共同体が、自らの責任の下で、状況

や必要に応じて、舞台設置や機器の配置・操作等を、共同体以外の者に指示・作

業をさせることが、本フォーラムの円滑な実施のために必要と考えたことによる

ものであり、本フォーラム開催時において、機器操作等の行為が共同体による管

理・運営責任の下で正常に実施されたことも確認している。

請求人は、仕様書等の作成で競争は可能であった旨指摘しているが、既に記述

したとおり、本件契約については、取扱基準の別表に記載する、施行令第１６７

条の２第１項第２号の「性質又は目的が競争入札に適しない」の適用するための

要件「２．県が相手方を選定できる余地のないもの」及び主な該当事例「（オ）

既に契約した業務と密接不可分の関係（既に契約した業務と一連となって機能を

発揮する関係）にあり、当該契約の相手方以外の者に履行させた場合、責任の所

在が不明確になるなど、著しい支障が生じるおそれのある業務」に該当すると担

当課が判断したものである。

請求人は、契約規則第１６条第２項では、随意契約の場合においても、「なる

べく二人以上の者から見積書を提出させなければならない」と規定している旨指

摘しているが、契約規則の施行通知の第４の４に、見積合わせを省略して差し支

えない場合が例示されており、監査対象部局の陳述等の内容によると、本件契約

については、「弥勒プロジェクト推進業務委託」の契約と密接不可分の関係にあ

ることから契約の相手方が特定されているため、当該例示の「（４）契約の内容

の特殊性により、契約の相手方が特定されるとき。」に該当すると担当課が判断
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したものである。

以上のことから、本件契約について、施行令第１６７条の２第１項第２号に該

当するとして随意契約をした担当課の判断に、裁量の逸脱又は濫用があったとは

いえない。

２ 本件契約に係る委託料の支出により、県が損害を被った旨の請求人の主張につい

て

(1) 普通地方公共団体の経費支出について

請求人は、本件契約に係る委託料の支出について、精算時に減額すべきであっ

たのに減額せずに支出した等指摘し、違法又は不当なものである旨主張している

が、普通地方公共団体の経費支出に関して、法第２３２条第１項では、「普通地

方公共団体は、当該普通地方公共団体の事務を処理するために必要な経費その他

法律又はこれに基づく政令により当該普通地方公共団体の負担に属する経費を支

弁するものとする。」と規定している。

従って、本件契約に係る委託料の支出が、本県の事務処理のためと解すること

ができない場合又は事務処理のために必要とされるものであっても、当該事務の

目的、効果との均衡を著しく欠き、予算の執行権限を有する職員に与えられた裁

量を逸脱又は濫用してなされた場合には、違法又は不当な公金の支出と評価され

るものと解するところである。

(2) 本件契約に係る精算に裁量の逸脱又は濫用があった旨の指摘について

請求人は、本件契約に係る委託料の支出に関して、共同体から提出を受けた精

算報告書を認めた担当課の判断について、裁量の逸脱又は濫用があった旨指摘し

ている。

本件契約の精算については、監査対象部局の陳述等の内容によると、県担当者

が現場に立ち会い、プログラム通りにフォーラムが開催されたことを確認してい

る。そして、平成２３年３月３１日に共同体から事業完了報告書及び精算報告書

が提出され、同日担当課の職員が契約書第９条に基づく検査を行い、個別業務に

ついて、契約時の見積書記載の金額から精算報告書に記載の金額に増減があった

ものについては、ヒアリング等により確認し、全体契約額の範囲内としてこれを
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認めたものである。なお、個別業務において金額の増減があった理由については、

契約段階では詳細なプログラムが定まっておらず、その後、県と共同体の協議に

より平成２２年１０月中旬の段階でほぼ演出内容が固まり、県と共同体が協議の

うえ機材やスタッフの増をプログラム上必要なものと認め、これに見合う費用を

捻出するために事前会合等の取りやめを決定したことによるものである。これら

の個別業務の中止や数量の増減等については、事前に、担当課において判断のう

え共同体に指示したものである。

以上のことから、共同体から提出を受けた精算報告書を認めた担当課の判断に、

裁量の逸脱又は濫用があったとはいえない。

しかし、見積書及び精算報告書の記載からは積算内訳を十分に確認できないこ

と、金額に影響を及ぼす個別業務の見直しの指示等が書面ではなく口頭でされて

いること並びに精算報告書に増減理由を記載させていなかったことについては、

慎重さを欠いていたものと認められる。

(3) 音響・照明・映像機材費等に係る指摘について

請求人は、音響・照明・映像機材費、音響・照明・映像・舞台進行人件費及び

当日機材・運営加工費について、契約時の見積書の金額から、精算報告書の金額

が著しく増加したこと等を指摘している。

監査対象部局の陳述等の内容によると、契約段階では詳細なプログラムが定ま

っておらず、機材を特定できていなかったが、県と共同体の協議により詳細なプ

ログラムが定まり、当該プログラムを実施するために必要な機材及びスタッフ等

を追加したことにより、音響・照明・映像機材費及び音響・照明・映像・舞台進

行人件費が増加したとのことであり、当日機材・運営加工費についても、同様に、

当初想定してなかった機材等が必要となり、契約時の見込みを上回る経費となっ

たことによるものである。また、この追加経費については、他の経費を見直すこ

とにより、契約額全体は増加させておらず、これらの見直しについては、担当課

が事前に必要性等を判断したうえで、共同体に指示したものである。なお、スタ

ッフについては、県担当者が現場での確認等により、実質の人数が確保されてい

たことを確認しており、当日機材についても県担当者が現認している。
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請求人は、音響・照明・映像機材費について、必要性を超えた贅沢かつ無駄な

費用とも指摘しているが、監査対象部局の陳述等の内容によると、文化会館備え

付けの音響・照明・映像機材では、本フォーラムで実施する様々な演出等に対応

できなかったことから、必要な機材を追加するための経費として、当該経費を計

上したものである。また、請求人はスタッフ一人あたりの単価５０，０００円に

ついても異常に高い旨指摘しているが、この単価については担当課において市場

価格に沿ったものと確認している。

以上のことから、当該経費を相当と認めた担当課の判断に、裁量の逸脱又は濫

用があったとはいえない。

(4) スタッフの交通費・宿泊費に係る指摘について

請求人は、県内ないし関西においても本フォーラムに対応できる人材を手配で

きたにもかかわらず、東京を所在地とする共同体と契約し、東京在住のスタッフ

の交通費・宿泊費を支出した旨指摘しているが、既に記述したとおり、東京に所

在する法人３社で構成する共同体と本件契約を締結したことについては、担当課

の判断に裁量の逸脱又は濫用があったとはいえない。

また、監査対象部局の陳述等の内容によると、精算報告書に記載の交通費の単

価３０，０００円は、東京から奈良までの往復の新幹線及び私鉄の運賃等の相当

額とのことであり、９５人分の交通費を認めたことについても、東京からのスタ

ッフの開催時及び下見・打合せ時の移動に対応するものとのことである。さらに、

精算報告書に記載の宿泊費の単価８，０００円は、奈良市内のビジネスホテルの

シングルの料金から、相当性を有すると担当課が判断したものであり、１６５日

の宿泊日数についても、スタッフの人数及び開催日数（設営・リハーサルを含む

)から見て、相当性があると判断したとのことである。

以上のことから、当該経費を相当と認めた担当課の判断に、裁量の逸脱又は濫

用があったとはいえない。

(5) 運営人件費に係る指摘について
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請求人は運営人件費が異常に高い旨指摘しているが、監査対象部局の陳述等の

内容によると、本フォーラムは、元内閣総理大臣、国会議員などが出席し、一般

参加者の出席も２日間で約２，０００人が予定された重要な催しであることから、

万全のスタッフ体制で、円滑な会場の運営・管理を行う必要があると考え、一般

来場者の誘導対応等の業務を、経験と実績を有するスタッフに従事させるため、

当該経費を認めたとのことである。なお、単価については担当課において市場価

格に沿ったものと確認している。

以上のことから、当該経費を相当と認めた担当課の判断に、裁量の逸脱又は濫

用があったとはいえない。

第６ 意見

監査の結果は上記のとおりであるが、監査委員としての意見を次のとおり付記す

る。

１ 契約の締結について

本件契約が、施行令第１６７条の２第１項第２号に基づき随意契約の方法で締結

されたことについて、担当課の判断に裁量の逸脱又は濫用があったとはいえないが、

「予算執行にあたっての会計事務の取扱について」（平成２０年９月１７日付会局

会第９３号会計課長通知）でも示されているように、随意契約は、相手方の固定化

を招いたり、相手方の選定が情実に流されるおそれがあり、結果として、契約の公

正さを失し、経費負担が増大するといったことになりかねない。

今後、契約の締結にあたっては、一般競争入札が原則であるとの原点に立ち返り、

県民への十分な説明責任を果たせるよう、契約手続の透明性、公平性及び競争性の

確保に努められたい。

２ 契約事務手続について

本件契約に係る契約事務手続の執行に関して、見積書及び精算報告書の記載から

は積算内訳を十分に確認できないこと等、一部に慎重さを欠いていたものが認めら

れた。

従来から監査委員として意見を述べているところであるが、契約事務手続の執行

にあたっては、手続の透明性を確保し、説明責任を果たせるよう、厳正かつ慎重に
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行われたい。
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